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　【事実の概要】
（1）第一審判決および本判決が認定した事実は以下のとおりである。
　甲野産商株式会社（A社）は、明治42年創業で、X1（原告・控訴人）とY
（被告・被控訴人）の父親が経営していたゴム産業大手の会社であり、乙山化学
工業株式会社（B社）、丙川ゴム株式会社（C社）および甲野不動産株式会社
（D社）とともに、甲野産商グループ（KSグループ）を形成していた。昭和24
年に父親が亡くなってからは長男であるX1がA社の代表取締役に就任し、昭
和29年のYの入社以降は、X1が代表取締役社長、Yが代表取締役専務として
同社を経営していた。
　昭和62年8月31日、X1は、A社の社長の地位を譲ってほしいというYの申
し入れを受け入れ、書面により以下の合意をした。
　①X1は、昭和62年9月30日までに、A社およびC社の代表取締役社長を
　退任し、代表取締役会長に就任する。Yは同時にA社およびC社の代表
　取締役社長に就任する。
　　Yは同時にB社およびD社の代表取締役社長を退任し、代表取締役会
　長に就任する。X1は同時にB社およびD社の代表取締役社長に就任す
　る。ただし、YのB社の代表取締役会長への就任と、X1の同社の代表取
　締役社長への就任は当面延期する（合意①）。
②X1およびYは、昭和70年（平成7年）9月30日にA社、B社、C社、
　D社の代表取締役をそれぞれ退任し（合意②（1〉）、X2（X1の長男）および
　Z（Yの長男）が同時に各社の代表取締役に就任する（合意②（2））。
　③X2、Zの両名は、昭和62年4月よりA社に入社し、一般社員として待
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　　遇されるが、4年以内に取締役に就任し（合意③（1））、その時以降は同一
　　報酬、同一待遇とする（合意③（2））。
　④X1、Yは、KSグループ各社の代表取締役を退任後、昭和80年（平成17
　　年）末まで、両人が同額の一定報酬をKSグループより受け取ることがで
　　きる（合意④）。
　⑤X1一族、Y一族のKSグループ各社に対する出資比率は平等とし、今
　　後とも両家一族が対等にして機会均等、平等互恵の経営を旨とし、一方が
　　他家を支配できるような持株比率、定款、役員会もしくは組織、派閥等を
　　作らないものとする（合意⑤）。
　昭和62年9月、合意①に従って、X1はA社の代表取締役会長に、YはA社
の代表取締役社長にそれぞれ就任したほか、昭和63年から平成2年にかけて、
X2とZはKSグループ各社の取締役に就任した。その後もしばらくX1とY
は平等にKSグループ各社を経営していた。
　しかし、平成5年10月頃からX1とYとの仲が円満を欠くようになり、さら
に平成7年3月には、A社の取締役1名の急死により同社の取締役会におい
てYを支持する者が多数を占めるようになった。なお、同年9月末日に合意
②の期限が到来していたが、X1とYはいずれもKSグループ各社の代表取締
役を辞任せず、X2とZが代表取締役に選任されることはなかった。
　その後、X1は、平成7年10月にA社とB社、同年11月にC社の各取締役
会において代表取締役から解任されたほか、平成9年12月4日にA社の株主
総会においてX2が取締役としての再任を拒否されると、その日にX1は会長
から相談役に格下げされた。さらに、本訴提起後の平成10年3月30日、B社の
株主総会においてX1とX2はいずれも取締役としての再任を拒否され、控訴
提起後の平成11年12月15日、A社の株主総会においてX1は取締役としての再
任を拒否された。Yはこれらの決議すべてに賛成した。
　なお、本訴提起時（平成10年2月）において、A社の株式については、X1ら
（X1、X2とその家族）が29．125％、Yら（Y、Zとその家族）が29．125％、B社
が22．5％、D社が19．25％を、B社の株式については、X1らが31％、Yらが
31％、A社が18％、D社が20％を、C社およびD社の株式については、X1ら
とY1らがそれぞれ50％を保有していた。
　（2）第一審判決
　X1およびX2は、債務不履行にもとづく損害賠償を求めて本件訴えを提起し
たが、第一審判決（東京地裁平成11年10月12日判決）は、次のように判示して
X1およびX2の請求を棄却した。
　「合意の主な内容は、…いずれも一株主であるX1とYの合意に基づく行動
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によって直ちに実現するものではない。そもそも商法は、法人としての株式会
社の所有と経営の分離を前提として、会社の経営の効率性と健全性を確保する
ために、これらの会社の機関の役割を法定し専管事項としているところ、この
ような株式会社の根幹にかかわる制度を無視して、X1とYという私人とは別
人格の独立した存在である会社を私物化するX1とYの本件合意は、商法で定
めた会社法制度を否定するに等しく、法的な意味における拘束力を認めること
はできないものというべきである。」
　（3）控訴理由
　X1およびX2は、原審を不服として控訴を提起した。控訴審では、X1は、
平成10年から平成17年までのB社、および平成12年から平成17年までのA社
において取締役として得べかりし報酬額のうちの1億円についてのみ、X2は、
平成10年から平成35年（65歳定年）までのKSグループ各社において代表取締
役として得べかりし報酬額のうちの2億円についてのみ損害賠償を請求してい
る。
　【判旨】控訴棄却
　「（合意②（2）は、）X2とZとがKSグループ各社の取締役として選任されてい
ることを前提とした上で、各取締役会における議決権の行使について、X2と
Zとが代表取締役として選任されるよう議決権を行使することについて合意し
たものであるが、取締役会において誰を代表取締役に選任するかにつき予め他
の取締役と協議することは、何ら不当ではなく、その際、取締役会における議
決権の行使につき一定の者を選任すべきことを約束したとしても、取締役会が
多数決によって決議される機関であることに鑑みれば、何ら商法の精神に反す
るものとはいえず、したがって、右の合意もまた有効というべきである。これ
により、X1とYは、KSグループ各社の取締役会において右の合意に従った
議決権を行使すべき義務を負うに至ったものである。」
　「（合意③（1〉は、）A社の株主総会においてX2とZとをともに取締役として
選任するよう議決権を行使すべきことを約束したものと解されるが、本来、株
主がどのように議決権を行使するかは株主の自由であり、商法上、株主総会は
株式数の多数によって決議される機関とされており、したがって、会社は多数
の株式を有する株主によって支配されるものであるとされていることに鑑みる
と、株主が多数の賛成を得るために他の株主に働きかけて右のような合意をす
ることは、何らこれを不当視すべきものではなく、これが商法の精神にもとる
ものともいえないから、右の合意もまた有効であるというべきであり、X1及
びYは、A社の株主総会において右の合意に従った議決権を行使すべき義務
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を負うに至ったものというべきである。」
　「（合意③（2）は、）取締役に選任された後のX2とZとの間の同一報酬同一待
遇を合意したものであるが、それは極めて抽象的であり、仮に、この合意によ
ってX1及びYが株主総会及び取締役会においてX2とZの取締役としての報
酬や社内における地位が同一となるように議決権を行使すべき旨を約したもの
であるとしても、何をもって同一というべきかなおあいまいであり、右の合意
は、少なくとも報酬額の同一を合意した点を除いて特定性に欠けるものという
べきである。」
　「合意④は、Xl及びYがKSグループ各社の代表取締役を退任した後にお
いて、なお取締役としての地位を有していることを前提に、昭和80年（平成17
年）末までの約18年間にわたって双方が同額の報酬をKSグループ各社から受
領することができる旨を合意したものである。この合意によって、X1及びY
は、取締役としての報酬を定めるにつき、株主総会及び取締役会においてとも
に同額の報酬となるようにその議決権を行使すべきことを約したものと解され
る。しかし、昭和62年から平成17年末…までの約18年間の長きにわたって議決
権の行使に拘束を加える右の約束は、議決権の行使に過度の制限を加えるもの
であって、その有効性には疑問があるといわざるを得ず、少なくとも、相当の
期間を経過した後においては、たとえXl及びYがともになおKSグループ各
社の取締役の地位にとどまっているとしても、もはや、本件合意④には拘束さ
れないものというべきである。そして、その相当の期問は、右の趣旨に鑑みる
と、長くても右昭和62年8月から10年を経過した後の平成9年末までと解する
のが相当である。」
　控訴審は、本件各合意の有効性について以上のように判示したうえで、X1
の請求については合意④の法的拘束力がなくなっていることを理由に、X2の
請求については、合意②および合意③によって、X2に自己が代表取締役とな
ることまたは同一報酬を受けることの「期待権ないし期待利益が生じるわけで
はなく」、X2がX1およびYに対して「自己を代表取締役に選任するようその
議決権を行使すべき旨を請求する権利」または「同一報酬の実現を請求する権
利」を取得したわけではないということを理由に、いずれも控訴を棄却してい
る。
　【評釈】判旨一部反対
　本件は、会社の大株主であり、かつ代表取締役であったX1とYが締結した
各種の合意の拘束力が問題となった事例である。
本件の事案では、X1らとYらの持株比率は、KSグループ全体についてみ
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てもKSグループ各社について個別にみても全くの平等であった。しかし、B
社がA社株式の22．5％を保有し、A社がB社株式の18％を保有する持ち合い
が行われていたため、どちらかの会社の取締役会において多数を占めた方が、
持ち合い株式についての議決権行使を支配し、自分たちの側の取締役の地位を
固定化することができる状態にあった。おそらく、X1は、A社の社長をYに
譲る際、将来このような事態になることを危惧して地位や報酬等に関する各種
の合意をしたものと思われるが、この危惧は、A社取締役1名の死亡という
偶発的事由によって、はからずも現実のものとなってしまうのである。
　このような状況のもとで締結された本件合意がいかなる内容のものであるの
かについて、第一審判決と控訴審判決の解釈は異なっている。第一審判決が、
本件合意を株主総会または取締役会の専管事項について直接定める合意と解し
て、「本件合意は、商法で定めた会社法制度を否定するに等しく、法的な意味
における拘束力を認めることはできない」と判示したのに対し、控訴審判決
は、本件合意を株主総会または取締役会における議決権の行使についての当事
者間の合意と解して、これに法的拘束力を認めたのである。合意書には、「…
が…に就任する」、「…が…を受取ることが出来るものとする」と記載されてい
るだけであり、株式会社の機関制度まで無視する趣旨であったか否かを文言だ
けから判断することはできない。そうである以上、当事者が企図した趣旨を合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）理的に実現させるような解釈をとるべきであるから、合意の内容は控訴審判決
のように解釈するのが正当である。本評釈では、この解釈を前提にして、X1
およびX2の請求に直接関係する本件各合意の効力を論じたい。
一　合意③（1）について
　1合意③（1）は、X2およびZを4年以内にA社の取締役に就任させる旨の
合意であるから、A社の株主総会においてX2とZをともに取締役として選任
するよう議決権を行使すべきことを約した契約であると解することができる。
この契約のように、株主総会においてある一定の方向に議決権を行使すること
を約する契約は、「議決権拘束契約」または「議決権契約」と呼ばれており、
実務では、株主問契約の主要な一つとして、合弁会社において各株主が同数の
取締役を指名する場合などに利用されている。しかし、日本の商法には議決権
拘束契約を認める規定も禁止する規定も存在していないため、かつてはその有
効性について学説上の争いがあった。
　2議決権拘束契約に関係する裁判例として挙げられるものに、以下の2つ
がある。
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　大倉憲章事件判決（東京地判昭和25年10月25日下民1巻10号1697頁）では、「議
決権を必要とするときは、全従業員の3分の2以上の賛成を要するものとす。
3分の2以上の賛成あるときは議決事項は従業員すべてこれに服するものな
り」という条項のほか、株式の譲渡を禁止する条項等を含んだ従業員団体の規
約について、「従業員持株は、…何ら経済的な対価を払うことなく、いわば恩
恵的に割り当てられたものであり、…規約は必ずしも不合理といい難く、…株
主相互間の契約として有効とみるべき」であると判示された。この判決は一般
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）に議決権拘束契約の有効陸を認めたものとして引用されるが、規約上株式の所
有権が全従業員に帰属するとされていることから、株式の共同管理の規約を有
　　　　　　　　　　　　（3）効とした判決と解する余地もある。
　都市交通株式会社事件判決（東京地判昭和56年6月12日判時1023号116頁）で
は、閉鎖会社の経営権をめぐる紛争についての裁判外の和解において締結され
た原告被告両名を取締役に選出する旨の合意が紳士協定であるとして、その法
的拘束力が否定された。この判決は、議決権拘束契約について直接論じたもの
ではないが、傍論において、「かりに、当事者間で将来に及ぷものと約束した
とすれば、法が、取締役の選任を株主総会の専権事項とし（商法254条1項）、
取締役の任期につき2年を超えることができないと定めている（同法256条1
項）趣旨に反し、約束自体の効力が問題とされなければならない。原、被告ら
の内部的な問題としても、15年も後において右約束に法的拘束力を認めること
は相当ではない」と述べている。
　いずれにしても、これまで議決権拘束契約の拘束力を正面から認めた判決は
存在しなかったわけであり、明確に理由付けてこれを認めたのは、本件控訴審
判決が初めてであると思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　（4）　3議決権拘束契約に関して、学説上は、人格権である議決権を株主が自ら
　　　　　　　　　　（5）処分することができないこと、または、株主総会の決議は各株主の各場合にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）ける自由な判断にもとづいてなされなければならないことを根拠とする無効説
が有力であった。しかし、1950年の大倉憲章事件判決以降、前者については前
　　　　　　　　　　　　（7）提となる人格権説自体が否定され、後者については「本来株主が議決権を如何
に行使するかは株主の自由であり、株主総会において自由な討論の後に株主が
議決権を行使すべしとすることは、株主が予めその議決権行使方法を決定して
　　　　　　　　　　　　　（8）おくことまで否定するものではない」との批判がなされ、これまで少数説であ
　　　（9）　　　　　　　　　　　　　　　（10）った有効説を主張する論者が続出した。有効説は、契約自由を根拠として、契
約の目的・内容等が法の規定の趣旨または公序良俗に反しない限り議決権拘束
契約を有効と解するもので、今日ではほぼ一致した見解となっている。
　ただし、議決権拘束契約が有効であるといっても、それは契約当事者間に債
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権的な拘束関係を生じさせるだけであるから、契約に反する議決権行使も有効
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）であって、総会決議の無効・取消事由にはならない。このように議決権拘束契
約が制限的な効果しか有しないこともまた、有効説が支持される理由となって
　　ユ　　
いる。また、議決権拘束契約違反については債務不履行にもとづく損害賠償し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラか請求することしかできず、強制履行は認められないと解されている。
　4議決権拘束契約である合意③（1）が有効であるか否かは、その目的・内容
等が法の規定の趣旨または公序良俗に反しているか否かによって判定される。
とくにこの合意③（1）については、総会ごとの代理権授与を求める規定（商法
239条4項（平成13年改正前3項））の趣旨に反するか否かが問題となろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）　この239条4項の趣旨に反する議決権拘束契約を無効とする論者は多い。た
だし、これらの論者がいかなる議決権拘束契約を同条同項の趣旨に反するもの
と考えているのかは明らかではない。債務者が契約に違反する議決権行使をし
ないように、次期以降の総会について債務者の議決権行使を特定の者に委任す
る契約を無効と解するのであれば、このことは同条から直接導かれる当然の結
　　（15）論である。問題は、議決権行使を特定の者に委任しない場合でも、合意③（エ）の
ような次期以降の総会に関する議決権拘束契約が無効となるか否かである。
　この点、会社支配の手段として議決権代理行使が濫用されることを防止する
　　　　　（16）という立法趣旨を尊重すれば、議決権拘束契約についても239条4項を類推適
用する余地もあるように思われる。しかし、議決権拘束契約においては、議決
権を行使するのはあくまでも株主自身であり、損害賠償を覚悟の上で契約に反
する議決権行使をすることも可能であるから、これを議決権行使の委任と同列
　　　　　　　　（17）に論ずることはできない。それゆえ、議決権拘束契約に関しては、濫用に対す
る一般予防の観点からこれを次期の総会に関するものに限定する必要はなく、
議決権拘束契約が濫用される場合に初めて公序良俗違反として契約を無効とす
れば足りよう。
　5　したがって、合意③（1）は、最長4年先の株主総会における議決権行使に
関する取り決めではあるが、法の規定の趣旨に反するところはなく有効であ
り、法的拘束力を有すると解される。本件控訴審判決に賛成である。
二　合意②（2〉について
1合意②（2）は、X2およびZをKSグループ各社の代表取締役に就任させる
旨の合意であるから、X2およびZがKSグループ各社の取締役として選任さ
れていることを前提として、各社の取締役会においてこれらの者を代表取締役
として選任するよう議決権を行使すべきことを約した契約であると解すること
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ができる。取締役会の議決権の行使についての契約は、日本では裁判例がない
　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）ことから学説上あまり論じられたことはないが、実務では、合弁契約や企業提
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19〉携契約といった株主間契約の一条項として締結されることが多く、今後は判
例・学説上問題となることが多くなるものと推測される。
　2　取締役会での議決権行使は、取締役としての職務の遂行である。取締役
は、会社に対して善管注意義務（商法254条3項、民法644条）および忠実義務
（商法254条ノ3）を負い、もっぱら会社の利益のために議決権を行使しなけれ
ばならない。いくら債権的な拘束関係を生じさせるだけであるといっても、こ
のような会社法上の義務と矛盾する契約は、会社法上許されるものではない。
取締役の職務の遂行にはその時のその状況における迅速かつ高度な判断が要求
されるわけであるから、会社法上の義務と矛盾しない議決権行使を契約によっ
てあらかじめ想定することも難しい。それゆえ、取締役会の議決権の行使につ
いての契約が認められる範囲は、議決権拘束契約よりもかなり限定的なものと
（20〉
なる。
　しかし、閉鎖的な会社において全株主を当事者として締結された場合には、
この種の契約が認められる範囲をあまり限定的に解する必要はない。すべての
株主が契約に参加している以上、会社の利益は契約当事者の利益に合致し、契
約に従った取締役会での議決権の行使も、通常は会社の利益に反しないものと
　　　　　　　（21）　　　　　　　　　　（22）考えられるからである。この点、最高裁判例が、株主全員の同意がある利益相
反取引について取締役会の承認がない場合でもこれを有効と解していることが
参考となろう。
　3　したがって、合意②（2）は、取締役会における議決権の行使についての契
約であるが、実質的に全株主が契約に参加していると考えることができるので
あるから、特段の事情がない限り有効であると解される。本件控訴審判決の結
論に賛成である。
三　合意④について
　1合意④は、KSグループ各社においてX1およびYの取締役としての報
酬を同一にする旨の合意である。とくに閉鎖的な会社においては、取締役の報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）酬という形で株主間の利害調整がなされることが多く、この種の合意が締結さ
れる可能性は高い。取締役の報酬は株主総会によって決定されるが（商法269
条）、報酬総額の最高限度額を株主総会で定めて取締役会でその配分を決定す
　　　　　　（24）ることもできるため、これらの合意は、KSグループ各社の株主総会および取
締役会においてX1およびZの報酬を同一にするよう議決権を行使すべきこと
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　　　　　　　　　　　　　　　（25）を約した契約であると解することができる。なお、合意④には、報酬を同一に
する前提として、KSグループ各社の株主総会においてX1およびYをともに
取締役として再任するよう議決権を行使すべき約束も含まれているものと解さ
れる。株主総会における議決権の行使についての契約が有効であり、取締役会
における議決権の行使についての契約が、少なくとも本件のように全株主が参
加していると解される場合に有効と解しうることはすでに述べたとおりであ
る。
　2　しかし、本件控訴審判決は、18年にわたる合意④が「議決権の行使に過
度の制限を加えるもの」であるとして、相当の期間（10年〉経過後における拘
束力を否定している。
　株主総会および取締役会における議決権行使についての契約が一般的に有効
であるとしても、それが社会的に妥当視される程度を越えるほど長期間にわた
り権利を制限するものである場合には公序良俗違反（民法90条）として無効と
　（26〉
なる。また、公序良俗違反とまではいえない場合であっても、契約期間の長さ
が不当であると考えられる場合には、信義則（民法1条2項）により、相当の
期問を超える部分について契約の効力を否定する修正的解釈を行うことも認め
　（27）られる。したがって、相当の期間経過後の契約の拘束力は否定されるものとし
た点については、本件控訴審判決に賛成である。
　問題はその「相当の期間」の長さである。これについては、その性質上明解
に決定しうるものではなく、ケース・バイ・ケースの判断を行うほかないが、
少なくとも、合弁会社を設立する場合など、専門的な知識・能力を有する二当
事者が契約の履行によって達せられる状態を長期にわたって維持することを企
図し、契約の解消方法を含め、その内容を詳細に定めた場合には、比較的長期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）にわたる契約であってもその効力を認めてよいものと思われる。
四　合意③（2）について
合意③（2）は、A社においてX2およびZを同一報酬、同一待遇とする旨の合
意であるが、これについて本件控訴審判決は、「極めて抽象的であり…少なく
とも報酬額の同一を合意した点を除いて特定性に欠ける」ものと判示してい
る。しかし、他の合意を参考に当事者の主観的意図を考えれば、「待遇の同一」
という文言も、取締役、代表取締役、社長、会長等の社内における地位を同一
にする旨の契約であると容易に解釈することができるのであるから、この点に
関する本件控訴審判決の判断には反対である。
　したがって、合意③（2）は、A社の株主総会および取締役会においてX2とZ
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の報酬および待遇を同一にするよう議決権を行使すべきことを約した契約であ
り、少なくとも本件においてこの種の契約を有効と解しうることは、合意②（2）
および合意④について述べたとおりである。
五結　　論
本件において、Yが合意②、合意③および合意④に違反していることは明
白である。
　しかし、相当の期間経過後であれば合意④の拘束力を認めることはできない
から、取締役に再任していれば得ていたはずの報酬額に相当する損害賠償を求
めるX1の請求は認められないことになる。
　また、合意の当事者ではないX2の請求を認めるためには、合意②（2）および
合意③（2）を第三者のためにする契約（民法537条）と解するほかないが、本件控
訴審判決は、X2は反射的利益を受けるにすぎず、X1もYもX2に「期待権な
いし期待利益を直接に取得させる趣旨で右の合意をしたわけではない」として
これを否定している。第三者のためにする契約の成立を認めるためには、契約
の内容が第三者に事実上利益を与えるだけではなく、直接に権利をも取得させ
　　　　　　　　　　（29〉る趣旨でなければならないが、これらの合意の目的はあくまでもX1およびY
による特定の議決権行使であり、第三者であるX2は、契約どおりに議決権が
行使される結果として利益を受けるに過ぎないのであるから、これを第三者に
直接に権利を取得させる趣旨であったと解釈することには無理があろう。した
がって、X2の請求も認められないことになる。
　ところで、本件では、たまたま報酬額という算定の容易な損害が存在したた
め、X1はこれを損害として主張しているが、理論上、損害はこれにとどまる
ものではない。X1は、KSグループ各社における実質的な支配権まで失ってい
るのである。合意④の拘束力が否定されるとしても、合意②および合意③が有
効であり、Yがこれらの合意に違反している以上、X1には報酬額とは別の損
害を観念することができるのではないだろうか。この場合に生じる損害額算定
　　（30）の困難さについては、「損害が生じたことが認められる場合において、損害の
佳質上その額を立証することが極めて困難であるとき」（民事訴訟法248条）に
あたるものとして、裁判所が自由に相当な損害額を認定することができると解
すれば問題はない。
　いずれにせよ、議決権拘束契約違反による損害額の算定には不確定な要素が
多分に含まれており、実務上は、損害賠償額の予定（民法420条）をしておくこ
とが不可欠であろう。
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